
事業評価個票（事業実施：令和元年度）
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上記実施方法とする理由：

Ａ

Ａ
民間事業者のノウハウやネットワークが活用されることによ
り、効果的で効率的な事業執行が期待できるため

山形の資源を生かした「健康
長寿日本一」推進事業

８,７７１ ０

令和４年度 令和５年度令和元年度令和２年度令和３年度

　健康長寿日本一の実現を目指して、地域及び職場において、健康づくりのリーダーを
育成し、リーダーを中心として県民のライフステージに応じた自立的な健康づくりを進
める。

①　健康づくりリーダーの育成
　・　職場内の健康づくりの推進を担う「健康経営リーダー研修」の開催
　・　地域で活動している個人・団体の情報収集及び活動を紹介するイベントの開催
②　健康づくりの手引書の作成
　・　健康づくりのポイントや取組事例を取りまとめ、健康づくりリーダーの活動を支
　　える「手引書」の作成
③　地域・職場における健康づくりの促進
　・　地域における健康づくりや健康経営の普及啓発を行い、ライフスタイルに応じた
　　自律的な健康づくりの推進

テーマ

施策

目標指標

テーマ２　いのちと暮らしを守る安全安心な社会の構築

施策１　安心して健康で長生きできる社会の実現

・当該事業は、健康長寿日本一の実現に向け、健康づくりを提案できるリーダーを育成し、自立的な健康づくりを進めていく事業であ
る。
・働き盛り世代の健康づくりは、退職後の生活習慣病の罹患の可能性を減らすとともに、若い頃からの健康づくりからも影響を受けるの
で、ライフステージを通じた健康づくりを評価するのに、他の世代よりもより適している。
・健康づくりの体制が整っていると考えられる衛生委員会が設置されている事業所数の半数（約750社）を5年後の目標とし、県は「健康
経営リーダー」を育成していくものとした。

その他

令和元年
度

令和２年度令和３年度令和４年度令和５年度単位

目標値 全国順位

事業名 山形の資源を活かした「健康長寿日本一」推進事業費

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

部局名 健康福祉部 健康経営リーダー研修受講者数（累計）
(従業員50人以上の事業所数約1500事業所、
　各年度1500事業所×1割＝150事業所)

活動実績

当初見込み

事業開始年度

担当課名

活動実績

短期ＡＰの位置付け

実施方法

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標（所管部局の分析）

項目

事
業
の

必
要
性

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果目標の明確
な達成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっている
か。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

人 ８４

健康寿命の全国順位　男女とも10位以
内
（国民生活基礎調査という全国調査の
ため公表までに時間を要し現時点では
公表されていない）

成果実績 全国順位

達成度

①10位以内
②10位以内

①健康寿命の全国順位（男）
②健康寿命の全国順位（女）

事業の目的

事業概要

単位 令和元年度令和２年度令和３年度令和４年度令和５年度

４５０ ６００ ７５０

事業終了(予定)年度

健康づくり推進課 当初見込み 人 １５０ ３００

令和元年度 未設定

10位以内 10位以内 10位以内 10位以内 10位以内

％

・県民や社会のニーズである「健康長寿日本一」の実現
に向けて、県民の主体的な取組みを社会全体で後押しす
る県民運動の展開が必要なため、県の事業として実施す
べき事業である。

事業所管部局による評価・検証（令和元年度）

達成度 ％

評価 評価に関する説明

成果実績

目標値

活動指標及び成果指標設定の考え方

・企画提案方式による選定を行い、効果的な事業実施が
可能な事業者を選定している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比
較してより効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似の事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行って
いるか。

Ａ

・多様な主体との連携・協働の観点から、市町村や関係
機関・団体のネットワークを活用することで、効果的に
事業を実施するとともに、事務量や郵送費等の削減を図
り、必要最小限のコストで事業を実施した。

事
業
の
効
率
性

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

・活動指標となっている「健康経営リーダー研修」の参
加者は84人で目標に到達しなかった。
・成果物の健康づくりの手引書を活用し、企業や関係団
体へ今後さらなる働きかけを行っていく。

事
業
の
有
効
性

（
達
成
度
）

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

Ｃ

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 Ｂ

・現時点で成果指標である調査結果は公表されていない
が、事業の成果として「健康経営優良法人」の認定企業
が61社増の124社となり、令和2年4月時点で「やまがた健
康企業宣言」を行う企業も462社増の1,000社になった。
・働き盛り世代の健康づくりを推進する企業が増加した
ことで健康寿命の延伸が期待される。

計 ８,７７１ ０ － － －

財源内訳
（単位:千円）

国庫支出金 ４,３２２ ０

県債

当初予算額
（単位:千円）

費目
（予算見積書グループ名）

資料　５－１

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付 貸付

課
題
・
改
善
点

・「健康経営リーダー研修」の参加者は84人で目標の150人には到達しなかったものの、民間資金を活用して開催した健康経営セミ
ナーには101人の経営者等が参加し、延べ185人のリーダーを育成している。リーダーが手引書を活用して自律的に健康づくりの取組
みを進める仕組みが構築できたため、令和元年度をもって本事業は終了している。
・令和２年度からは、この事業で構築した仕組みや成果物を活用し、自律的な健康づくりの取組みを拡大する次のステージに入るた
め、同じ目的を持ち従来から実施している「健康長寿日本一実現プロジェクト事業」と統合して、新たに「健康長寿日本一ＮＥＸＴ
プロジェクト事業」を立ち上げ、市町村、企業、民間企業・団体等との連携のもと、成果指標となっている健康寿命の延伸を効果的
に図っていくこととした。

その他特定財源

計 ８,７７１ ０ － － －

一般財源 ４,４４９ ０



 � ೺ ᗣ ⚟♴㒊 ೺ ᗣ   �  � ೺ ೺㐍ㄢ �

ᒣ ᙧ � ㈨※ ೺ ά ೺  �  �  � ೺ ᗣ 㛗ᑑ � � ◌୍  � ೺㐍೺ ᴗ ㈝ � � つ �
༓
೺

┠ ⓗ

೺ ᴗ ෆ ᐜ

 ೺ ᗣ 㛗ᑑ � � ◌୍ � ᐇ ⌧೺ ┠ ᣦ  �   �  � ᆅᇦཬ ೺ ⫋ ሙ೺  �  �   �  � ೺ ᗣ   �  � ೺ �   ࣮ࣜ◌ ࢲ  ࣮◌ ೺ ⫱ ᡂ  �  �   ࣮ࣜ◌ ࢲ  ࣮◌ ೺ ୰ ᚰ ೺  �   � ┴ Ẹ

�  ೺ࣛ ೺ ࢫ ࢸ  ࣮◌ ࢪ ೺ ᛂ  �  � ⮬ ❧ ⓗ � ೺ ᗣ   �  � ೺ ೺㐍೺ ೺  � ೺  �  � ᒣ ᙧ  � ೺ ೺ᆅᇦ㈨※ ೺ ά ೺  �  �  � ᴦ  � ೺  �  � ೺ ◌ྲྀ ೺ ⤌ ೺ ೺

೺ ᗣ   �  � ೺ ೺ ◌ಁ 㐍 � ೺  �

ձ ᆅᇦ೺  �  � ೺ ೺ ᗣ   �  � ೺ ༓ ೺

 ࣭◌ 㧗㱋⪅ � ≧ἣ ೺ ᛂ  �  � � ೺ ೺⾜ �  � ೺ ᗣ   �  � ೺   ࣮ࣜ◌ ࢲ  ࣮◌  �

� ⫱ ᡂ ཬ �  � � ά ◌ື ೺ �  � ೺  � ೺ ᗣ ࢧ ೺  ࣮◌ ࢺ ೺ ೺ ࢡ 㸦௬ ⛠  �

� స ᡂ

ղ ⫋ ሙ೺  �  � ೺ ೺ ᗣ ⤒ Ⴀ ͤ � ೺㐍
༓ ೺

ͤ ೺ ᴗ  � ᚑ ᴗ ဨ � ೺ ᗣ ⟶⌮ ೺ ⤒ ႠⓗどⅬ೺೺ ⪃  � ᐇ ㊶ � ೺  � ೺  �

 ࣭◌ ⤒ Ⴀ ⪅ � ព㆑◌ၨⓎ

 ࣭◌ ⫋ ሙෆ � ೺ ᗣ   �  � ೺ � ೺㐍೺ ᢸ  �  � ೺ ᗣ ⤒ Ⴀ   ࣮ࣜ◌ ࢲ  ࣮◌  � �

⫱ ᡂ ཬ �  � � ά ◌ື ೺ �  � ೺  � ᡭ ᘬ �  � � స ᡂ

ճ ᴦ  � ೺  �  � ೺ ◌ྲྀ ೺ ⤌ ೺ ೺ ᗣ   �  � ೺

 ࣭◌ � ┴ � � � ೺  Ἠ  � 㣗➼ � ㇏೺  � ᆅᇦ㈨※ ೺ ά ೺  �  � ᴦ

 � ೺  �  � ೺ ◌ྲྀ ೺ ⤌ ೺ ೺ ᗣ   �  � ೺ ೺ ┴ ෆ ᕷ ⏫  �  � ᒎ 㛤 � ೺  �

㻌㻌ᆅ㻌ᇦ㻌 㻌㻌⫋ 㻌ሙ 㻌

೺

ᗣ

㛗

ᑑ

�

�

◌୍

叏

ᐇ

⌧㻌

೺ 䛧䜏䛺䛜䜙
◌ྲྀ

䜚 䜐⤌ ೺ ᗣ 䛵䛟䜚㻌

䝸䞊䝎 ୰ ᚰ䞊䛜 䛸䛺䛳䛶䚸 䚸ᆅ ᇦ ሙ 䛻䛚⫋ 䛡
䜛 ❧ⓗ ೺ ᗣ䛺 䛵䛟䜚⮬ 䜢㐍䜑䜛䚹㻌

㻌㻌೺ ᗣ Ⴀ 䝸⤒ 䞊䝎䞊㻌

㌟㏆䛺 ሙ䜔 䜢ᆅ ᇦ ⫋ ᣐ Ⅼ䛸䛧 ೺䛯 ᗣ 䛵䛟䜚㻌

㻌
ཎ

㧗 䛷䛾䝖䝺䝑䜻䞁 ඖ  �䜾䛾䛒䛸 㣗 䜢ᆅ ά 䛛䛧 ೺䛯㣗 䜢 䛖⾜ 㻌㻌
㻌䛺䛹䛾䚸೺ 䛧䜏䛺䛜䜙

◌ྲྀ
䜚 ೺ ᗣ䜐 䛵䛟䜚⤌ 䜢ᣑ ೺ 䛩䜛䚹㻌

ᡭ ᘬ � 㻌

೺ ᗣ 䛵䛟䜚䝸䞊䝎䞊㻌

䝃䝫䞊䝖㻌
㻌䝤䝑䜽㻌

資料　５-２


